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2013年２月28日
各　地方本部執行委員長　　様
　　市町村単組執行委員長　　様
自治労北海道本部
執行委員長　　山　上　　　潔
（自治体政策部）
地方交付税法第17条の４を活用した意見提出の取り組みに係る
留意点について

連日の取り組みに敬意を表します。

　さて、道本部総合政策局発第215号（２月21日付）で地方交付税法第17条の４を活用した意見提出の取り組みを提起しておりましたが、中央本部から自治体当局の意見提出に当たって留意すべき事項の通知がありました。

　つきましては、次の留意点を参考に取り組みのご協力をお願いいたします。
記
１．意見提出の方法について

　　地方交付税の基準財政需要額の算定方法に当たって意見がある際は、市町村であれば、都道府県の市町村課等が取りまとめ窓口となり、意見内容のチェックを経て、総務大臣へ提出されるものとなります。
　　

２．意見提出の目的について

　　意見提出の取り組みは、今回の地方公務員給与削減措置にあたり、自治体による異議を内外にアピールする手段の一つであり、①多くの自治体が意見提出件数を積み上げることにより、総務省に対して圧力をかけていくこと、②地方公務員給与削減を目論む財務省へのアピール材料の一つとすることも目的としています。
したがって、なるべく多くの自治体で意見提出を行うことが、今回のみならず今後の地方財源確保の取り組みにも有効と考えています。
３．意見提出内容の留意点

意見提出内容については、昨年の処理内容をみると、算定の影響額や分析資料等の記載欄が設けられており、抽象的な意見内容では受理できないとの反応も想定されます。
一方、昨年の意見内容の単位費用等（法律事項）をみると、個別費用の算定に係る意見のみならず、「費目」「総括的事項」において、「地方交付税の総額確保、財政調整機能・財源保障機能の充実及び東日本大震災に係る復旧、復興経費の別枠確保」など、地方交付税制度の全般的な要請項目も見られています。
このため、目的及び昨年の意見内容の総括的事項（道本部総合政策局発第215号での添付資料）を伝達した上で、意見書式記載例に記載する全国影響額や統計数値が存在するものではありませんが、自治体当局に要請いただきますようお願いいたします。

４．モデル意見案及び意見理由

　　別添意見書式に記載する、意見案及び意見理由案のモデルは以下の通りです。意見は、自治体当局が記載するものですが、要請する際の参考としていただきますようお願いいたします。また、要請内容については、当該自治体の他の算定項目に対する意見も含めるなど、極力、自治体の実情を踏まえたものとしていただきますようお願いします。



５．お問い合わせ

　　　自治労北海道本部　自治体政策部　柳田・高田
　　　　　　TEL　０１１－７４７－３２１１　　FAX　０１１－７００－２０５３
以　上
〇〇県知事
〇〇市町村長
〇〇市職員労働組合
委員長　〇〇　〇〇
地方公務員の給与費に関する地方交付税の算定について
（意見モデル案）
　　貴職の地方自治確立にむけたご努力に敬意を表します。
地方交付税第17条の４の規定において、自治体が交付税の算定方法に対して、総務大臣に対して意見申出ができる「意見申出制度」が設けられており、また、同法第17条の4の2において、総務大臣は自治体から意見の申出を受けた場合において誠実処理義務が課されています。
今般の地方公務員給与の削減措置に係る政府の対応は、客観・中立であるべき地方交付税制度の根幹を揺るがすものであり、地方自治体から政府に対し、異議を申し立てることが必要と考えます。
つきましては、本要請の主旨にご理解いただき、地方公務員給与費の交付税の算定に当たっては、行政需要に基づく適正な算定に改めるよう総務大臣への意見提出に取り組んでいただくようご尽力をお願いいたします。
記
地方公務員給与費の交付税算定に当たっては、国の政策目的を果たすための手段として算定するのではなく、客観・中立であるべき地方交付税制度の主旨にそって、行政需要に基づき、適正な根拠により算定を行うべきである。
（理由）
基準財政需要額の算定根拠は、地方財政計画の給与費の水準を根拠に算定するものとされており、従来、この地方財政計画の給与費は、「地方公務員給与実態調査」、「人事委員会勧告」などの数値など、自治体の実態を踏まえ、一定の根拠に基づき算定されていたものである。
　しかし、今般の地方公務員給与の臨時特例減額による地方交付税措置は、根拠に基づく算定とはいえず、地方交付税制度の信頼を損なうものである。国の政策目的を果たすための手段とするのではなく、客観・中立であるべき地方交付税制度の主旨に沿って、適正な根拠により算定を行うべきである。
以　上





















（要請書）


　自治体当局に要請する際の参考として、上記のモデル意見及び理由案を記載した要請書を添付いたします。





　（理由案）


　基準財政需要額の算定根拠は、地方財政計画の給与費の水準を根拠に算定するものとされており、従来、この地方財政計画の給与費は、「地方公務員給与実態調査」、「人事委員会勧告」などの数値など、自治体の実態を踏まえ、一定の根拠に基づき算定されていたものである。


　しかし、今般の地方公務員給与の臨時特例減額による地方交付税措置は、根拠に基づく算定とはいえず、地方交付税制度の信頼を損なうものである。国の政策目的を果たすための手段とするのではなく、客観・中立であるべき地方交付税制度の主旨に沿って、適正な根拠により算定を行うべきである。





（モデル意見案）


　地方公務員給与費の交付税算定に当たっては、国の政策目的を果たすための手段として算定するのではなく、客観・中立であるべき地方交付税制度の主旨にそって、行政需要に基づき、適正な根拠により算定を行うべきである。








